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ⅠⅠⅠⅠ    はじめにはじめにはじめにはじめに     

 

本市は昭和２１ 年 １１月に市全域 が 伊勢志摩国立公 園 に指定され、リア

ス式海岸や島々の織りなす景観など、恵まれた自然条件を背景に観光都市

として発展し、昭和 52 年１１月には国際観光文化都市に指定されました。 

このような風光 明 媚な本市は観光 業 が主要産業の一 つ ですが、近年の観

光入込客数はピーク時の７割の５００万人前後で推移しています。 

また、過疎地域 自 立促進特別措置 法 は財政力と人口 減 少の要件が緩和さ

れた上で６年間延長され、本市も新たに過疎地域に指定されました。 

このように本市の 人口は今後益々減 り続けていくこと が推測されるなか 、

産業の低迷、税収の落ち込みを如何に食い止めるかが喫緊の課題である今

こそ、美しい海・山・島をもつ豊かな資源とともにある暮らしや産業に一

層磨きをかけ、それを私たちのまちの魅力ある個性として伸ばしていくこ

とが、住みよいまちづくりそして産業の発展につながっていくと考えます。 

本市は、平成２ ３ 年度から平成３ ２ 年度の１０年間 を 期間とする第５次

総合計画を策定する中で、「住み続けたいまち鳥羽」「行ってみたいまち

鳥羽」となるような、小さくても真珠のように輝き、一粒の輝きが集まる

ことによってその輝きを大きく広げていくまち、「真珠のようにきらり輝

く鳥羽」を将来像とし、政策の柱となる「めざすまちの姿」の実現に向け

みんなでまちづくりを進めていくことを目指しています。 

これまでの行政 改 革は、行政のス リ ム化といったこ と に重点を置いて取

組んできましたが、事務の効率化を図ることや経費削減を図っていくこと

は自ずと限界が来るものであり、活気を生みだすものとはいえません。 

これからは、市 民 ・企業・各種団 体 との協働による ま ちづくりと効率的

で効果的な行政経営を目指すことで、「市民が輝く」「まちが輝く」まち

づくりを進めることで、第５次総合計画に掲げる「真珠のようにきらり輝

く鳥羽」を実現するための行政改革を行っていきます。 

 

 

本プランの位置づけ 

 

行政 改革 プラ ンは ､ 総合 計画 を下 支え する 計画 の一 つで 、「 鳥羽 市が 目

指す行政運営の姿」に向けて実行していくものです。 

本プランは、「行政改革大綱」と「推進プログラム（プランの具体的な

取組項目）」で構成しています。「行政改革大綱」は、本市の行政改革の

方 向 性 を 示 し た も の で 、 そ れ を 具 体 化 し た 実 行 計 画 が 、 「 推 進 プ ロ グ ラ

ム」であり、この中で個々の項目に取組んでいきます。 
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ⅡⅡⅡⅡ    これまでのこれまでのこれまでのこれまでの取取取取りりりり組組組組みみみみ                                                                        （（（（そのそのそのその１１１１））））     

 

 

〈〈〈〈行政改革大綱行政改革大綱行政改革大綱行政改革大綱〉〉〉〉    

本市では国の指針（「地方行政改革指針」）に基づき、昭和６１年１１

月に最初の行政改革大綱を策定し、その後、平成９年３月に第２次行政改

革大綱を策定（期間：平成８年度から平成１２年度）し各基本方針に基く

推進プログラムにより行政改革を進めてきました。（平成１４年度まで） 

〈〈〈〈中期財政見通中期財政見通中期財政見通中期財政見通しししし〉〉〉〉    

平成１５年９月に総合計画の策定・事業の推進のため、今後の財政見通

しを明らかにした中期財政見通し（平成１５年度から１９年度の 5 ヵ年）

を策定しました。 

〈〈〈〈財政健全化計画財政健全化計画財政健全化計画財政健全化計画〉〉〉〉    

平成１７年３月に中期財政見通しのうち、財政健全化に向けた取組項目

を定めた財政健全化計画（平成１７年度から平成１９年度の３年間）を策

定しました。また、平成１７年８月に一部改正を行いました。 

〈〈〈〈集中改革集中改革集中改革集中改革プランプランプランプラン〉〉〉〉    

平成１７年３月に総務省より「地方公共団体における行政改革の推進の

ための新たな指針」が示され、平成１７年度から平成２１年度までの具体

的な取組みを明示した「集中改革プラン」の策定・公表が要請されたこと

から、本市においても平成１７年度から平成２１年度までを実施期間とす

る「鳥羽市集中改革プラン」を策定しました。また、中間年である平成２

０年３月に一部改正を行いました。 

 

 （図）これまでの取り組み 

H8 H9 H10 H11 H12  H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 

              

（ Ｈ 1 ９ 年 ９ 月 見 直 し ）  

（ Ｈ １ ７ 年 ８ 月 策 定 ）  （ Ｈ ９ 年 ３ 月 策 定 ）  

第 2 次行政改革大綱 

（ Ｈ １ ５ 年 ３ 月 策 定 ）  

中期財政見通し 

（ Ｈ 1 ８ 年 ３ 月 策 定 ／ ２ ０ 年 ３ 月 見 直 し ）  

財政健全化計画 

集中改革プラン 

中期財政見通し 
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ⅡⅡⅡⅡ    これまでのこれまでのこれまでのこれまでの取取取取りりりり組組組組みみみみ                                                                        （（（（そのそのそのその２２２２））））    

 
 

＜＜＜＜集中改革集中改革集中改革集中改革プランプランプランプランのののの取組取組取組取組みとみとみとみと成果成果成果成果（（（（平成平成平成平成２１２１２１２１年度末年度末年度末年度末）＞）＞）＞）＞    

鳥 羽 市集 中 改 革 プ ラ ン は 、平 成 １ ７ 年 度 か ら 平成 ２ １ 年 度 を 計 画 期間 と す る 中 で 、

平 成２ ０ 年 ３ 月に 一 部 見直 し を 行 い、 ８ つ の取 組 項 目 を掲 げ 、 ７２ 項 目 （ 実施 項 目）

を取組んできました。 

平 成 ２１ 年 度 ま で の 取 組 みの 結 果 で は 、 「 計 画ど お り （ 概 ね 計 画 どお り を 含 む ） 達

成した」が 7３.６％、「一部計画どおり」が１３．９％、「未達成」は１２.５％とな

っています。 

 効 果が あ っ た 主 な 取 組 みは 、 平 成 １ ８ 年 度 から 実 施 し た 事 務 事 業評 価 シ ス テ ム の

導 入に よ り 、 事務 事 業 の成 果 や 課 題を 検 証 し事 務 の 改 善が 図 ら れた こ と 、 職員 定 員の

削 減が 計 画 ど おり 進 ん だこ と 、 ま た、 保 育 所・ 小 学 校 の統 廃 合 が進 め ら れ たほ か 、当

初 予算 編 成 方 針に お い て経 常 経 費 一般 財 源 の枠 配 当 を 実施 し 経 費削 減 を 図 って き まし

た 。ま た 、 平 成１ ９ 年 度に は 入 湯 税を 導 入 し観 光 ・ 環 境衛 生 ・ 消防 施 策 へ の財 源 を確

保するなど財政運営の健全化を図りました。 

  一方、課題としては、公共施設の指定管理者制度などの「委託の推進」、「特別会計

等の経営基盤の強化」及び「市税等の財源確保」といった取組みが一部未達成となって

いることから、引き続き重要な検討項目として捉え取組む必要があります。これらの取

組項目については、行政改革推進プログラムにおいて引続き取組んでいくこととします。 

 

（ 表 ） 取 組項 目 の 達 成 状 況 （ 「 鳥 羽市 集 中 改 革 プ ラ ン 取 組 結果 」 よ り ） 

達 成 度 区 分達 成 度 区 分達 成 度 区 分達 成 度 区 分     
取 組 体 系取 組 体 系取 組 体 系取 組 体 系     

項 目 数項 目 数項 目 数項 目 数     

実 施実 施実 施実 施     

項 目項 目項 目項 目     計 画計 画計 画計 画 ど お りど お りど お りど お り     一 部 計 画一 部 計 画一 部 計 画一 部 計 画 ど お りど お りど お りど お り     未 達 成未 達 成未 達 成未 達 成     

（ １ ） 事 務 事 業 の 見 直 し  2 0  2 0  1 7  8 5 . 0 %  2  1 0 . 0 %  1  5 . 0 %  

（ ２ ） 委 託 の 推 進 に つ い て  1 0  1 0  4  4 0 . 0 %  3  3 0 . 0 %  3  3 0 . 0 %  

（ ３ ） 職 員 定 数 の 適 正 化 に つ い て  3  3  3  1 0 0 . 0 %      

（ ４ ） 給 与 の 見 直 し に つ い て  5  6  5  8 3 . 3 %    1  1 6 . 7 %  

（ ５ ） 特 別 会 計 等 の 経 営 基 盤 の  

強 化 に つ い て  
6  8  5  6 2 . 5 %  2  2 5 . 0 %  1  1 2 . 5 %  

（ ６ ） 市 税 等 の 財 源 確 保 に つ い て  1 1  1 1  7  6 3 . 6 %  2  1 8 . 2 %  2  1 8 . 2 %  

（ ７ ） 地 域 と の 協 働 に よ る ま ち  

づ く り の 推 進  
4  5  4  8 0 . 0 %  1  2 0 . 0 %    

（ ８ ） そ の 他  8  9  8  8 8 . 9 %    1  1 1 . 1 %  

合     計  6 7  7 2  5 3  7 3 . 6 %  1 0  1 3 . 9 %  9  1 2 . 5 %  

注 ） 計 画 ど お り ・ ・ ・ ・ ・ 

一 部 計 画 ど お り ・ ・ ・ 

 

未 達 成 ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ 

 

計 画 の と お り 、 実 施 （ 概 ね 実 施 を 含 む ） ・ 検 討 で き た も の  

計 画 し て い た 取 組 み （ 検 討 ） を 、 一 部 実 施 ・ 検 討 で き た も の  

（ あ る 程 度 の 効 果 を 上 げ た も の ）  

計 画 し て い た 取 組 み （ 検 討 ） を 実 施 し た が 、 成 果 に 結 び つ か な か っ た も の

（ 検 討 の 結 果 、 方 向 付 け を 、 結 論 付 け に 至 ら な か っ た 。 ）  

（ 表 ） 取 組項 目 の 財 政 効 果 額 （ 「 鳥羽 市 集 中 改 革 プ ラ ン 取 組結 果 」 よ り ）  

年 度 別 財 政 効 果 額年 度 別 財 政 効 果 額年 度 別 財 政 効 果 額年 度 別 財 政 効 果 額                 単 位単 位単 位単 位 ：：：： 千千千千 円円円円         
取 組 体 系取 組 体 系取 組 体 系取 組 体 系     財 政 効 果 額財 政 効 果 額財 政 効 果 額財 政 効 果 額     

ＨＨＨＨ １ ７１ ７１ ７１ ７     ＨＨＨＨ １ ８１ ８１ ８１ ８     ＨＨＨＨ １ ９１ ９１ ９１ ９     ＨＨＨＨ ２ ０２ ０２ ０２ ０     ＨＨＨＨ ２ １２ １２ １２ １     

（ １ ） 事 務 事 業 の 見 直 し  1 , 8 8 4 , 7 4 2  1 5 2 , 3 0 9  3 5 4 , 5 5 0  3 8 4 , 4 1 1  4 8 5 , 6 4 1  5 0 7 , 8 3 1  

△ 4 0 , 1 0 3   △ 8 , 6 4 1  △ 1 1 , 5 1 5  △ 1 0 , 6 9 8  △ 9 , 2 4 9  （ ２ ） 委 託 の 推 進 に つ い て  

※ （  ） は 、 人 件 費 削 減 額  ( 8 9 , 1 4 0 )   ( 6 , 7 5 2 )  ( 2 3 , 5 3 5 )  ( 2 4 , 3 5 2 )  ( 3 4 , 5 0 1 )  

（ ３ ） 職 員 定 数 の 適 正 化 に つ い て  2 , 4 0 0 , 6 2 1  1 9 8 , 3 5 3  3 5 9 , 6 9 0  4 9 1 , 7 9 7  6 0 4 , 0 6 0  7 4 6 , 7 2 1  

（ ４ ） 給 与 の 見 直 し に つ い て  6 7 , 4 6 2  2 4 , 6 9 2  1 4 , 8 6 6  1 3 , 6 9 0  8 , 8 8 8  5 , 3 2 6  

（ ５ ） 特 別 会 計 等 の 経 営 基 盤 の  

強 化 に つ い て  9 5 , 9 2 4  6 1 , 1 3 3  4 6 , 3 2 7  △ 3 7 , 9 6 6  1 5 , 8 9 9  1 0 , 5 3 1  

（ ６ ） 市 税 等 の 財 源 確 保 に つ い て  1 , 1 0 2 , 6 1 3  5 3 , 9 0 0  7 1 , 7 1 7  2 9 7 , 8 7 1  3 5 6 , 2 2 6  3 2 2 , 8 9 9  

（ ７ ） 地 域 と の 協 働 に よ る ま ち  

づ く り の 推 進  
      

（ ８ ） そ の 他  6 9 2     3 7 2  3 2 0  

合     計  5 , 5 1 1 , 9 5 1  4 9 0 , 3 8 7  8 3 8 , 5 0 9  1 , 1 3 8 , 2 8 8  1 , 4 6 0 , 3 8 8  1 , 5 8 4 , 3 7 9  
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ⅢⅢⅢⅢ    本市本市本市本市をををを取取取取りりりり巻巻巻巻くくくく環境環境環境環境                                                                        （（（（そのそのそのその１１１１））））    

＜鳥羽市の人口推移＞
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人

人口問題研究所の推計値 本市推計値

 

１１１１．．．．     社会経済環境社会経済環境社会経済環境社会経済環境のののの変化変化変化変化へのへのへのへの対応対応対応対応    

昨今の経済状況は、米国発の「金融危機」に端を発した世界経済の急速

な冷え込みに伴い、日本においても消費の低迷や雇用環境の悪化により、

引き続き厳しい状況が続いています。 

このため、今後の生活に不安を抱える人々が増加し、雇用や地域医療、

子育て、介護、障がい者支援など、多くの場面で安全で安心して暮らせる

セーフティーネットの充実が求められています。 

また、市民の行政に対するニーズが多様化する中、物質的な価値観を重

視する「モノの豊かさ」から「心の豊かさ」を求める量から質への転換な

ど、市民が行政サービスの質的向上を実感できるような改革が求められて

います。 

 

２２２２．．．．     人口減少人口減少人口減少人口減少とととと少子高齢社会少子高齢社会少子高齢社会少子高齢社会のののの到来到来到来到来    

国立社会保 障・人 口問題研究 所が平 成２０年に 報告し た「日本の 市区町

村別将来推計人口」において、本市の将来人口は平成 32 年には 1８,000

人まで減少すると予測しています。 

特に、確実に高齢化が進展していくこ 

とが予測されるほか、15 歳から 6５歳 

未満の生産人口が減少傾向にあることか 

ら、子育てに関する施策の充実、また、 

地元雇用の取り組みを推進していく必要 

があります。  

 

   （図）鳥羽市の 人 口推移 

    

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

（表）世代別 推計（本 市推計値） 

人数
（人）

割合
人数
（人）

割合

0～14歳 3,047 13.2% 2,505 13.1%
15～64歳 13,897 60.3% 9,730 51.0%
65歳以上 6,123 26.5% 6,848 35.9%

合計 23,067 100.0% 19,083 100.0%

平成17年度 平成32年度

【 本 市 推 計値 】 

第 ５ 次 総 合 計 画 で は 、 将 来 人 口 推 計 （ 人 口 問 題 研 究 所 の 推 計 ） を 基 準 に 、 急 速 に 進 む 人 口 減 少

対 策 と し て 、 子 育 て に 関 す る 施 策 の 充 実 、 ま た 、 地 元 雇 用 の 取 り 組 み を 推 進 し 若 者 の 市 外 流 出

を 抑 え る こと に よ り 将 来 人 口 を １ ９， ０ ０ ０ 人 と 設 定 し て いま す 。  

実 績 値  推 計 値  
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ⅢⅢⅢⅢ    本市本市本市本市をををを取取取取りりりり巻巻巻巻くくくく環境環境環境環境                                                                        （（（（そのそのそのその２２２２））））     

 

３３３３．．．．     地域主権地域主権地域主権地域主権※にににに対応対応対応対応したしたしたした行政経営基盤行政経営基盤行政経営基盤行政経営基盤のののの構築構築構築構築    

国と地方、都道府県と基礎自治体の役割分担やその財源の見直しなど、

地域主権の確立に向けた改革の動きが進んできています。 

地方自治体においては、三位一体改革を契機とした税源移譲を含む本格

的な地域主権改革に向け、これまで以上に行財政基盤の強化を図るととも

に、経営の視点を持った行政需要への対応や、事業の選択と集中など、自

らの責任と判断による主体的な行政経営の推進が求められています。 

 

※地域主権：近年、国か ら地方公共団体へ権限の 移譲を推進することに主 眼を置いた「地方

分権」から、地域のこと は地域で住む住民が決め る「地域主権」の確立に 向けた改革が進

められており、行政経営 を行ううえで一層の自立 性が求められています 

    

４４４４．．．．     多様化多様化多様化多様化するするするする市民市民市民市民ニーズニーズニーズニーズへのへのへのへの対応対応対応対応    

多様化・高 度化す る新しい行 政需要 に柔軟に対 応する ため、これ まで行

政が提供してきたサービスを改めて検証し、必要に応じて的確かつ迅速な

見直しに取り組む必要があります。 

今後、地方 自治体 においては 、新た な公共的サ ービス の担い手と して多

様な主体（NPO・自治会・市民団体等）との協働を行う『共助』と、市民

が互いに支えあい築きあう『自助』を積極的に進め、地域自らが地域づく

りを行う「持続可能な地域社会」の構築を推進していくことが求められて

います。    
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ⅢⅢⅢⅢ    本市本市本市本市をををを取取取取りりりり巻巻巻巻くくくく環境環境環境環境                                                                        （（（（そのそのそのその３３３３））））    
 

本本本本市市市市のののの財政状況財政状況財政状況財政状況    

（（（（１１１１））））最近最近最近最近のののの収支状況収支状況収支状況収支状況（（（（普通会計普通会計普通会計普通会計））））    

  本 市の近 年の 決算状 況では 、実 質収支 ※ が年 々減 少 傾向に あると とも

に、 前年 度の 実質 収支 を差 し引 いた 単年 度収 支 ※ でも 、 赤字 額が 増加 し

てきました。このことは、当該年度の歳入のみをもって当該年度の歳出

を賄うことが困難な状況にあることを意味しています。 

  平成２１年度は、国の経済対策による各種交付金や地方交付税の増加

によりこれらの数値は好転したものの、国の対策は将来的に継続される

保証がなく、また昨今の社会経済情勢や将来人口の減少を考慮すると、

依然として厳しい財政状況であるといえます。 

 

※ 実 質 収 支 ： 本 来 当 該 年 度 に 属 す る べ き 支 出 額 （ 翌 年 度 へ の 繰 越 額 ） 及 び 収 入 額 （ 繰 越 額 に

係 る 未 収 入特 定 財 源 と い っ た 発 生 主義 の 要 素 を 加 減 し 、 実 質的 な 財 政 収 支 の 結 果 を 明ら か

にするもので累年による 黒字、赤字額を示す。 

〔（形式収支）－（翌年 度へ繰り越すべき財源） 〕 

※ 単年度収支： 実 質 収 支 は 前 年 度 以 前 か ら の 収 支 累 計 で あ る こ と か ら 、 額 の 影 響 を 控 除 し 、 当

該年度だけの収支を捉え るもの。〔（当該年度の 実質収支）－（前年度の 実質収支）〕 

 

◆◆◆◆普通会計普通会計普通会計普通会計のののの決算状況決算状況決算状況決算状況    （ 表 ） 普 通会 計 の 決 算 状 況     （単位：千円） 

区区区区        分分分分    ＨＨＨＨ１７１７１７１７    ＨＨＨＨ１８１８１８１８    ＨＨＨＨ１９１９１９１９    ＨＨＨＨ２０２０２０２０    ＨＨＨＨ２１２１２１２１    

歳入総額        Ａ 10 , 355 , 9 08  10 , 146 , 6 45  10 , 068 , 7 48  10 , 966 , 1 24  11 , 572 , 8 27  

歳出総額     Ｂ 10 , 012 , 0 84  9 , 7 98 , 269  9 , 7 47 , 333  10 , 725 , 2 26  11 , 053 , 5 26  

歳入歳出差引額 
形式収支（Ａ－Ｂ）Ｃ 

343 , 8 24  348 , 3 76  321 , 4 15  240 , 8 98  519 , 3 01  

翌年度繰越    Ｄ 275  24 , 583  49 , 018  52 , 246  146 , 7 89  

実質収支（Ｃ－Ｄ） Ｅ 343 , 5 49  323 , 7 93  272 , 3 97  188 , 6 52  372 , 5 12  

単年度収支 
（Ｅ－前年度Ｅ）   Ｆ 

△ 62 , 5 74  △ 19 , 7 56  △ 51 , 3 96  △ 83 , 7 45  183 , 8 60  

積立金      Ｇ 0  41 , 591  60 , 118  54 , 218  1 , 0 62  

繰上償還金   Ｈ 0  0  17 , 809  7 , 4 54  0  

積立金取崩額  Ｉ 0  0  0  0  0  

実質単年度収支 
（Ｆ＋Ｇ＋Ｈ－Ｉ） 

△ 62 , 5 74  21 , 835  26 , 531  △ 22 , 0 73  184 , 9 22  

（（（（２２２２））））財政指標財政指標財政指標財政指標のののの推移推移推移推移    

【【【【経常収支比率経常収支比率経常収支比率経常収支比率】】】】    

財 政 構 造 の 弾 力 性 を 示 す 比 率 と し て 用 い ら れ る 「 経 常 収 支 比 率 」

（人件費、扶助費、公債費などの経常経費に市税、地方交付税などの 

一般財源がどの程度充てられているかをみる指標）では、平成１７年

度より減少傾向にあり、財政の健全化が進められてきている状況にあ 

ります。しかし、今後の税収の落ち込みや扶助費等の増加傾向から財 

政の硬直化は深刻であるといえます。 
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ⅢⅢⅢⅢ    本市本市本市本市をををを取取取取りりりり巻巻巻巻くくくく環境環境環境環境                                                                        （（（（そのそのそのその４４４４））））    
 

 

経常収支比率

86.9

90.1
88.8

86.7

85.4

83

84

85

86

87

88

89

90

91

Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１

単位：％

 

・地方公共団体の財政構造の弾力性を示す比率で、７０～８０％が望まし 

 いとされています。 

 

【【【【公債費負担比率公債費負担比率公債費負担比率公債費負担比率】】】】    

一般財源総額に対する公債費（地方債の元利償還金）に充当された

一般財源の割合をさす「公債費負担比率」では、平成１７年度から増

加し、近年では減少傾向にあるものの依然として警戒ラインに近い水

準にあります。 
 

＜公債費負担比率の推移＞ 図（2）－２ 

公債費負担比率

16.6

14.8

16.917.1

16.5

13.5

14

14.5

15

15.5

16

16.5

17

17.5

Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１

単位：％

 

・１５％が警戒ライン、２０％が危険ラインとされています。 

 

＜地方債（市債）の年度末残高の推移＞ 図（２）－３ 

地方債現在高

11,386,995

11,126,310

11,633,343
11,594,914

11,204,687

10,800,000

10,900,000

11,000,000

11,100,000

11,200,000

11,300,000

11,400,000

11,500,000

11,600,000

11,700,000

Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１

単位：千円

 
 

 

＜経常収支比率の推移＞ 図（２）－１  
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ⅢⅢⅢⅢ    本市本市本市本市をををを取取取取りりりり巻巻巻巻くくくく環境環境環境環境                                                                        （（（（そのそのそのその５５５５））））    
 

 

 

 

（（（（３３３３））））財政調整基金財政調整基金財政調整基金財政調整基金のののの推移推移推移推移    

   財政調整基金は各年度間の財源の不均衡を調整するための積立金です。 

災害や突発的な財政負担に備えて、長期的な視野に立った運用や積立て 

をしていく必要があります。 

   財政調整基金については、図（3）-1 に示すように、基金残高３億円

を目標に積み立ててまいりました。今後も更に緊急時の財源確保を維持

し、基金に依存することのないよう予算編成を行っていかなければなり

ません。 

 

  ＜基金の推移＞ 図（３）－１ 

各種基金残高

964,533
900,857

1,051,404

1,189,765 1,214,025

263,774
203,656

317,992 319,054

162,065

131,340143,177 137,810 128,511 118,977

659,119

752,796

659,291
559,391

763,631

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000

1,400,000

Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１

基金現在高総額 　うち財政調整基金 　うち減債基金 　うち特定目的基金

単位：千円

 

 

 

本市の状況 （単位 期末現在高：百万円 一人あたり：円）  

財 政 調 整 基 金  減 債 基 金  特 定 目 的 基 金  合 計 
自 治 体 名  

H 2 1 . 3 . 3 1  

現 在 人 口  期 末  

現 在 高  

一 人  

あ た り  
期 末  

現 在 高  

一 人  

あ た り  
期 末  

現 在 高  

一 人  

あ た り  
期 末  

現 在 高  

一 人  

あ た り  

鳥 羽 市  2 2 , 6 9 5  3 1 9  1 4 , 0 5 8  1 3 1  5 , 7 8 7  7 6 4  3 3 , 6 4 8  1 , 2 1 4  5 3 , 4 9 3  

 〈 市 平 均 〉 ※  1 1 5 , 4 9 3  3 , 9 6 9  3 4 , 3 6 4  7 6 6  6 , 6 3 2  4 , 0 9 1  3 5 , 4 2 0  8 , 8 2 5  7 6 , 4 1 6  

 〈 県 平 均 〉 ※  6 3 , 9 3 3  2 , 7 1 6  4 2 , 4 7 6  6 1 5  9 , 6 1 2  2 , 9 1 4  4 5 , 5 7 1  6 , 2 4 4  9 7 , 6 5 9  

※ 市 平 均 ：県 下 １ ４ 市 の 平 均 

※ 県 平 均 ：県 下 ２ ９ 市 町 の 平 均 

  Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ 

基金現在高総額 964 ,533  900 , 857  1 , 051 , 404  1 , 189 , 765  1 , 214 , 025  

    うちうちうちうち財政調整基金財政調整基金財政調整基金財政調整基金    162 , 065162 ,065162 ,065162 ,065     203 , 656203 ,656203 ,656203 ,656     263 , 774263 ,774263 ,774263 ,774     317 , 992317 ,992317 ,992317 ,992     319 , 054319 ,054319 ,054319 ,054     

 うち減債基金 143 ,177  137 , 810  128 , 511  118 , 977  131 , 340  

 うち特定目的基金 659 ,291  559 , 391  659 , 119  752 , 796  763 , 631  
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ⅣⅣⅣⅣ    行政改革行政改革行政改革行政改革にににに対対対対するするするする基本姿勢基本姿勢基本姿勢基本姿勢     
 

 

 

昨今の厳しい 社会 経済情勢や国 や地 方の厳しい財 政状 況を踏まえる と、

更なる行政改革を進めていく必要があります。しかし、これまで進めてき

た歳出削減を中心とする改革は自ずと限界があるところです。 

したがって、 今後 の行政改革は 現在 の限られた資 源、 すなわち人と 予算

を効率的で効果的な行財政運営を維持しながら、多様化する市民ニーズに

応えるべき施策を進めていかなければなりません。 

このような中 で、 行政が主役と なる まちづくりか ら市 民との協働に よる

まちづくりへ、また、従来からの歳出削減を中心とする「量の改革」から

市民満足度の向上を目指す「質の改革」への転換が求められてきています。 

こ う し た 要 請 に 応 え る た め 、 地 方 自 治 体 の 使 命 で あ る 「 住 民 福 祉 の 増

進」と「行政運営の能率化」を規範とした行政改革を行うことで、第５次

総合計画に掲げる将来像「真珠のようにきらり輝く鳥羽」を目指します。 

また、行政改 革は 一過性のもの では なく継続して 取組 んでいく必要 があ

りますので、今回の大綱に掲げていない項目についても、今後の社会経済

情勢の変化に即応すべき項目については、十分協議検討を重ね、追加変更

等を加えながら実効ある改革を目指していくものとします。 

 

１．地方自治体の使命 

地方自治の基本原則に立ち返り、さらなる市民サービスの向上に努め 

るとともに、限られた経営資源を効率的・効果的に活用していくことが 

必要です。 

〔参考：地方自治法〕 

 ・第１条の２第１項 

地方公共団体は、住民の福祉の増進を図ることを基本として、地域に

おける行政を自主的かつ総合的に実施する役割を広く担うものとする。 

 ・第２条第１４項 

地方公共団体は、その事務を処理するに当っては、住民の福祉の増進

に努めるとともに、最少の経費で最大の効果を挙げるようにしなけれ

ばならない。 

 ・第２条第１５項 

地方公共団体は、常にその組織及び運営の合理化に努めるとともに、

他の地方公共団体に協力を求めてその規模の適正化を図らなければら

ない。 

 

 

２．本市の目指すべき方向性 

第５次総合 計画の 将来像に掲 げる「 真珠のよう にきら り輝く鳥羽 」を実

現するため、市民と力を合わせたまちづくりを進め、市民・行政双方が目

標達成感を感じられるような行政経営を目指します。 
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ⅤⅤⅤⅤ    改革改革改革改革のののの基本方針基本方針基本方針基本方針    
 

本行革プラン では 、２つの視点 『市 民と力を合わ せた まちづくりを 進め

るために』、『効率的で効果的な行政経営のために』に向け、改革に取り

組んでいくこととします。     

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

地域における公共・公益的なサービスのすべてを行政が提供するとい

う行政主導型の発想ではなく、公共的サービスの担い手として期待され

る市民団体などの多様な主体への支援体制を構築し、力を合わせて（協

働）解決できる諸課題については協働で解決にあたり、また、市の産業

を支える業界などとも連携し、地域の特性を活かしたまちづくりの仕組

みづくりを進めます。 

また、社会情勢の変化や、多様化する市民ニーズを的確に把握し、市

民にとって便利で利用しやすい、質の高い行政サービスを提供するため

に、窓口業務の改善や情報公開を進め、情報通信技術を積極的に活用し、

市民も一緒になって参加できる環境づくりに努めます。 

 

    

成果を重視した自治体経営の構築を目指し、限られた行政経営資源（ヒ

ト・モノ・カネ） を効率的・効果的 にマネジメントで きる体制を整備し 、

持続可能な行政 経 営に取り組んで い きます。また、 実 践に向けた職員の

意識醸成や人材育成を行うことができる仕組みづくりを行います。 

また、厳しい財政状況の中で、少子高齢化に伴う福祉政策や子育て支援、

人口減少に伴う 税 収の減少など高 度 化・多様化する 行 政課題に適切に対

応することが求 め られており、自 立 的かつ持続可能 な 自治体経営を行う

ためには、財政の 健全化、弾力性を 維持していくこと が重要であります 。 

最小の経費で最大の効果を挙げることを基本として、歳入の見直しを図

るとともに、あらゆる行政経費を精査し、歳出の見直しに努めます。 

 

 

基本方針基本方針基本方針基本方針     

 

・市民と力を合わせたまちづくりの実現 

・総合計画に示す政策を実現するための行政経営システムの構築 

・将来展望を見据えた行財政運営の健全化  

目標（達成すべき姿）  

市民市民市民市民とととと力力力力をををを合合合合わせたまちづくりをわせたまちづくりをわせたまちづくりをわせたまちづくりを進進進進めるためにめるためにめるためにめるために  

効率的効率的効率的効率的でででで効果的効果的効果的効果的なななな行政経営行政経営行政経営行政経営のためにのためにのためにのために  

市民市民市民市民とととと力力力力をををを合合合合わせたまちづくりをわせたまちづくりをわせたまちづくりをわせたまちづくりを進進進進めるためにめるためにめるためにめるために  

効率的効率的効率的効率的でででで効果的効果的効果的効果的なななな行政経営行政経営行政経営行政経営のためにのためにのためにのために  
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ⅥⅥⅥⅥ    目標達成目標達成目標達成目標達成にににに向向向向けたけたけたけた取取取取りりりり組組組組みみみみ                                                            （（（（そのそのそのその１１１１））））  

    

１１１１ ．．．． 『『『『 市 民市 民市 民市 民 とととと 力力力力 をををを 合合合合 わ せ た ま ち づ く り をわ せ た ま ち づ く り をわ せ た ま ち づ く り をわ せ た ま ち づ く り を 進進進進 め る た め にめ る た め にめ る た め にめ る た め に 』』』』 に お け るに お け るに お け るに お け る 改 革改 革改 革改 革 のののの 柱柱柱柱    

とととと方向性方向性方向性方向性    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

地域主権により、地方自治体は自己決定と自己責任のもと、地域の

特性を活かして地域の実情にあったまちづくりを行っていく必要があ

り、市民と行政が協働していく「パートナーシップ型のまちづくり」

が求められています。公共的サービスの担い手として期待される市民

団体 ・ Ｎ PO ・自 治 会な ど の 多様 な 主 体が 自 主 性を 尊 重 しあ い な が ら

力を合わせて解決できる諸課題については協働で解決にあたり、また、

市の産業を支える企業・関係団体などと連携し、地域の特性を活かし

たまちづくりを行政と一体となって進めていく協働の仕組みづくりを

進めます。 

    

    

（（（（１１１１））））    市民活動市民活動市民活動市民活動がががが行行行行いやすいいやすいいやすいいやすい環境環境環境環境づくりをづくりをづくりをづくりを進進進進めますめますめますめます】】】】     

地域社会の抱える様々な問題に対して市民と行政が協働して取り組

んでいくためには、市民の自主的な市民活動が活発に行われていく必

要 が あ り ま す 。 行 政 は 市 民 活 動 が 行 い や す く 、 パ ー ト ナ ー と し て 自

立・発展していくような環境づくりに取り組む必要があります。 

このため、地域づくりや地域課題に主体的に取り組むとういう自治

意識を高めるための、教育現場等における啓発や様々な活動に積極的

に参加するための場など、活動が行いやすい環境づくりを進めるとと

もに活動団体の自立に向けた活動支援を進めます。 

 

【取組項目】 

     ① 人材育成を進めます 

     ② 市民活動に関する情報の収集と提供を積極的に行います 

     ③ 市民活動団体等への支援を進めます 

 

    

    

（１） 市民活動が行いやすい環境づくりを進めます 

（２） 協働のための仕組みづくりを進めます 

 

（１） 質の高い市民サービスを追求します 

市民市民市民市民とととと力力力力をををを合合合合わせたまちづくりをわせたまちづくりをわせたまちづくりをわせたまちづくりを進進進進めるためにめるためにめるためにめるために     

１１１１．．．．協協協協働働働働のまちづくりのまちづくりのまちづくりのまちづくり  

２２２２．．．．市民市民市民市民サービスサービスサービスサービスのののの向上向上向上向上  

１１１１．．．．協協協協働働働働のまちづくりのまちづくりのまちづくりのまちづくり  
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ⅥⅥⅥⅥ    目標達成目標達成目標達成目標達成にににに向向向向けたけたけたけた取取取取りりりり組組組組みみみみ                                                            （（（（そのそのそのその２２２２））））  

 

（（（（２２２２））））    協働協働協働協働のためののためののためののための仕組仕組仕組仕組みづくりをみづくりをみづくりをみづくりを進進進進めますめますめますめます】】】】  

市民と行政が協働でまちづくりを進めていくには、十分な合意形成

やコミュニケーションのもとで互いを認め、ともに学び、ともに育っ

ていこうとする意識改革や協働事業の実例を少しずつ積み重ねていく

ことが重要です。 

このため、市民が市政へ参画できる機会（パブリックコメント制度、

出前トーク、審議会への委員公募等）の充実と、「解決方法をともに

考え、協力しながら取り組んでいく」という仕組み（体制）づくりを

進めます。また、市の産業を支えている企業や関係団体と連携したま

ちづくりを行う組織体制の構築を図ります。 

 

【取組項目】 

   ① 市民参画の機会を充実します 

   ② 協働を行うための体制づくりを進めます 

   ③ 企業、関係団体との協働を進めます 

    

    

    

    市民に最も身近な基礎自治体として、社会情勢の変化や多様化する

市民ニーズを的確に把握した市民サービスの提供を行なうことで、市

民の満足度を高めていく必要があります。利用する市民の目線に立ち、

効率性の視点も留意し、市民サービスの提供体制と公共サービス拠点

の見直しを進めます。 

    

（（（（１１１１））））    質質質質のののの高高高高いいいい市民市民市民市民サービスサービスサービスサービスをををを追求追求追求追求しますしますしますします】】】】     

市民サービスの向上を図るためには、行政と市民の接点である窓口

や市民が利用する公共施設の利便性の向上が不可欠です。 

このため、情報通信技術の活用を積極的に進めるとともに、利用す

る市民ニーズに合ったサービス提供手段への改善を進めます。 

また、市民が利用する窓口環境の改善や公共サービス拠点の見直し

を進めます。 

  

【取組項目】 

   ① 市民サービスの提供体制を見直します 

   ② 公共サービスの拠点を見直します 

 

 

 

 

２２２２．．．．市民市民市民市民サービスサービスサービスサービスのののの向上向上向上向上  
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ⅥⅥⅥⅥ    目標達成目標達成目標達成目標達成にににに向向向向けたけたけたけた取取取取りりりり組組組組みみみみ                                                            （（（（そのそのそのその３３３３）））） 
 

２２２２．．．．『『『『効率的効率的効率的効率的でででで効果的効果的効果的効果的なななな行政経営行政経営行政経営行政経営のためにのためにのためにのために』』』』におけるにおけるにおけるにおける改革改革改革改革のののの柱柱柱柱とととと方向性方向性方向性方向性    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

    

 

 

   社会経済の変化により、地方自治体の自立性や自主性が求められる

地域主権が進んでいます。 

このため、成果を明確にした計画づくりと目標設定を重視した施策

の推進を行っていくことで、自立した自治体経営を行います。 

    

 （（（（１１１１））））    目的達成型目的達成型目的達成型目的達成型のののの行政経営行政経営行政経営行政経営をををを進進進進めますめますめますめます】】】】  

地域主権時代に対応するためには、業務管理型の自治体運営から目

的達成型の自治体経営を行うことが必要になります。 

このため、計画・実行・見直しのサイクルの再構築とともに、各職

員の目標設定などを行い、目的達成型の仕組みづくりと、事務事業の

実施を評価する「事務事業評価」から、施策の進捗状況と有効性を評

価する「施策評価」へシフトを図りながら、事業の選択と集中を行い、

限られた行政経営資源を効率的・効果的にマネジメントできる目的達

成型の経営の仕組みづくりを構築します。 

 

【取組項目】 

  ① 業務管理型から目的達成型の行政経営へ転換します 

  ② 計画・実行・評価・改善のサイクルを再構築します 

     ③ 課・係・職員の目標設定による施策推進を図ります 

     ④ より戦略的な広報・広聴へ、あり方を見直します 

     ⑤ 施策評価を実施し、事業を継続的に見直します 

   ⑥ 事務の簡素化・効率化を推進します 

   ⑦ 財政指標による目標管理の設定を行います 

 

 

 

 

（１） 目的達成型の行政経営を進めます 

 

（１） 組織の充実と人材育成を行います 

 

（１） 歳出の見直しを行っていきます 

（２） 市税等の収入（自主財源）の確保に努めます 

（３） 施設のあり方の検討を進めます 

         

（１） 企業会計・特別会計の経営基盤の強化を進めます 

（２） 外郭団体の自立促進を進めます 

効率的効率的効率的効率的でででで効果的効果的効果的効果的なななな行政経営行政経営行政経営行政経営のためにのためにのためにのために  

３３３３．．．．経経経経営営営営のしくみのしくみのしくみのしくみづくりづくりづくりづくり  

４４４４．．．．組織組織組織組織・・・・人人人人づくりづくりづくりづくり  

５５５５．．．．財政財政財政財政運営運営運営運営のののの健全化健全化健全化健全化  

６６６６．．．．企業企業企業企業会計等会計等会計等会計等のののの経営健全化経営健全化経営健全化経営健全化  

３３３３．．．．経営経営経営経営のしくみのしくみのしくみのしくみづくりづくりづくりづくり  
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ⅥⅥⅥⅥ    目標達成目標達成目標達成目標達成にににに向向向向けたけたけたけた取取取取りりりり組組組組みみみみ                                                            （（（（そのそのそのその４４４４））））  

 

    

   社会情勢の変化や多様な市民ニーズに対応した施策を進めるために

は、効率的かつ効果的に事業展開が出来るような組織体制と、これま

で以上に強い責任感を持って目標を達成していく人材が必要になりま

す。 

このため、職員の能力開発や意識改革、職場環境の改善を進めるこ

とで、職員が最大限の能力を発揮できる組織づくりを進め、高い資質

と能力を備えた人材を育成します。 

 

 （（（（１１１１））））    組織組織組織組織のののの充実充実充実充実とととと人材育成人材育成人材育成人材育成をををを行行行行いますいますいますいます】】】】     

地域主権に対応した自治体経営を担うために、目的達成型の組織体

制づくりとともに、高い資質と能力を備えた人材の育成を行うことが

必要です。    

このため、目的達成型の組織づくりとともに、職員の能力開発や意

識改革を行うための職員研修や、意識向上を図るための仕組みづくり、

仕事の成果を正当に評価するための勤務評定制度の充実などを行い、

職員のモチベーションの向上と維持する仕組みを構築します。 

また、事業の選択と集中を行うことで、効率的で効果的な人員配置

を行い、職員数の適正化を図ります。 

    

【取組項目】 

  ① 職員定数の適正化を行います 

  ② 目的達成型の組織づくりを進めます 

     ③ 人材育成を推進します（職員研修の充実） 

     ④ 職員の意識向上を図ります 

     ⑤ 勤務評価制度を充実します 

 

 

 

   本市の財政状況は、人口減少と景気低迷により益々厳しさを増して

くるものと予測されますが、今後においても必要とするサービスを確

実に提供していくために、また、高度化・多様化する行政課題に適切

に対応していくため、引き続き健全な財政を維持していく必要があり

ます。 

このため、地方自治の使命である最小の経費で最大の効果を挙げる

ことを基本として、歳入の見直しを図るとともに、あらゆる行政経費

を精査し、引き続き歳出の見直しに努めます。 

 

 

４４４４．．．．組織組織組織組織・・・・人人人人づくりづくりづくりづくり  

５５５５．．．．財財財財政運営政運営政運営政運営のののの健全化健全化健全化健全化  



   15 

ⅥⅥⅥⅥ    目標達成目標達成目標達成目標達成にににに向向向向けたけたけたけた取取取取りりりり組組組組みみみみ                                                            （（（（そのそのそのその５５５５）））） 
 

 （（（（１１１１））））    歳出歳出歳出歳出のののの見直見直見直見直しをしをしをしを行行行行っていきますっていきますっていきますっていきます】】】】     

事務事業の徹底した見直しによる経費の節減・合理化を継続して進 

め、併せて、補助金の見直しなども進めていく必要があります。また、 

企業会計や特別会計への多額の繰出しにより一般会計の健全化が損な

われつつあることから、各会計の財政状況を的確に分析しながら市全

体の財政状況の健全化を進めます。 

 

【取組項目】 

  ① 徹底した経費の節減・合理化を図ります 

  ② 補助金の見直しを進めます 

     ③ 繰出金基準を明確化します 

 

 （（（（２２２２））））    市税等市税等市税等市税等のののの収入収入収入収入（（（（自主財源自主財源自主財源自主財源））））のののの確保確保確保確保にににに努努努努めますめますめますめます】】】】     

将来にわたり市民が必要とするサービスを確実に提供していくため

には、市税等の収入確保が不可欠です。特に、市税は自主財源の大き

なウエイトを占めています。 

市税の増収を図っていくためには、本市の観光・地域産業の活性化

と雇用拡大が必要不可欠であることから、第５次総合計画に掲げる政

策展開を推進するとともに、税収確保に向け増収対策を強化します。 

使用料・手数料については、受益者負担の適正化の観点から改めて

検証し、必要に応じ見直しを行うとともに、広告収入の確保や資産の

有効活用、ふるさと納税の取り組みの推進などにより自主財源の確保

に努めます。 
 

【取組項目】 

  ① 市税の増収を図ります 

  ② 資産の有効活用を図ります 

     ③ 使用料・手数料の見直しを進めます 

   ④ 新たな収入財源の検討を進めます 

   ⑤ ふるさと納税の取り組みを進めます 

 

 （（（（３３３３））））    施設施設施設施設のありのありのありのあり方方方方のののの検討検討検討検討をををを進進進進めますめますめますめます】】】】     

公共施設を有効に活用するため、利用実態を調査し、利用実態にあ

った施設の位置づけ、管理方法や統廃合を含めた施設のあり方につい

て検討します。 

 

【取組項目】 

  ① 公共施設の再編・統廃合を検討します 

  ② 公共施設の利用・管理のあり方や位置づけの見直しを行います 
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ⅥⅥⅥⅥ    目標達成目標達成目標達成目標達成にににに向向向向けたけたけたけた取取取取りりりり組組組組みみみみ                                                            （（（（そのそのそのその６６６６））））  

 

 

 

   各会計については、独立採算を確保する観点から、収入の確保と増

大を図り、事業の効率化や経費の徹底した見直しを進め、特に一般会

計からの繰出しを受けている会計については、繰出金を縮減するため

に、事業の効率的な運営に努め経営基盤の強化を図る必要があります。  

また、外郭団体については、市からの財政的な関与を見直していく

とともに、経営の改善や適正化の指導を行い、団体の自主性・自立性

を尊重した運営への移行を進めます。 

 

 （（（（１１１１））））    企業会計企業会計企業会計企業会計・・・・特別会計特別会計特別会計特別会計のののの経営基盤経営基盤経営基盤経営基盤のののの強化強化強化強化をををを進進進進めますめますめますめます】】】】     

   事業や経営に伴う料金などの事業収入により、その事業の経費に充

てるという独立採算制を取っているものの、市の一般会計からの繰出

金に依存をしている現状があります。各会計の効率的な事業運営を行

い、経営基盤の強化を進めます。 

 

【取組項目】 

   ① 企業会計・特別会計の経営基盤の強化を進めます 

 

 

 （（（（２２２２））））    外郭団体外郭団体外郭団体外郭団体のののの自立促進自立促進自立促進自立促進をををを進進進進めますめますめますめます】】】】     

   多様化・複雑化する市民ニーズに効率的かつ柔軟に対応するため外 

郭団体を設立しておりますが、社会経済情勢の大きな変化を踏まえ、 

その役割や機能等、包括的にあり方を見直すとともに、経営主体であ 

る各団体が自ら積極的に改善・改革を行い、効率的で、自立可能な経 

営体制への支援を行います。 

 

【取組項目】 

   ① 外郭団体の自立促進を進めます 

 

 

 

 

 

 

 

６６６６．．．．企企企企業会計等業会計等業会計等業会計等のののの経営健全化経営健全化経営健全化経営健全化  
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ⅦⅦⅦⅦ    推進体制推進体制推進体制推進体制、、、、推進期間推進期間推進期間推進期間    

鳥羽市行政改革推進本部 

本部長  ：市長 

副本部長 ：副市長 

本部員  ：各課長 

大綱の策定・進行管理 

 

 

１１１１．．．．     推進体制推進体制推進体制推進体制    

本プランを着実に推進するため、市長を本部長とする鳥羽市行政改革推

進本部において、定期的に進行管理を行います。 

進行管理では、本大綱で掲げた目標と取組事項の進捗状況を管理し、積

極的に市民に公表するとともに、鳥羽市行政改革推進委員会や市議会に報

告し、ご意見をいただきながら行政改革を推進していきます。 
 

（図）推進体 制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２２２２．．．．     推進期間推進期間推進期間推進期間    

  平成２２年度から平成２７年度までの６年間とします。 

※ 本プランは、平成２３年度を実施年度とする第５次総合計画との整

合性を図るため、平成２３年度を開始時期としますが、先行して取

り組むべき事項については本年度より随時取り組むこととします。 

（ 図 ） （ 新） 鳥 羽 市 行 政 改 革 プ ラ ン推 進 期 間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基基基基    本本本本    構構構構    想想想想    
（（（（平成平成平成平成 23232323 年度年度年度年度～～～～平成平成平成平成 32323232 年度年度年度年度））））    

前期基本計画前期基本計画前期基本計画前期基本計画    
（（（（平成平成平成平成 23232323 年度年度年度年度～～～～平成平成平成平成 27272727 年度年度年度年度））））

実実実実    施施施施    計計計計    画画画画    
（（（（計画期間計画期間計画期間計画期間３３３３年年年年、、、、毎年度見直毎年度見直毎年度見直毎年度見直しししし））））    

後期後期後期後期基本計画基本計画基本計画基本計画    
（（（（平成平成平成平成 22228888 年度年度年度年度～～～～平成平成平成平成 32323232 年度年度年度年度））））

平成平成平成平成 23232323 年度年度年度年度    平成平成平成平成 27272727 年度年度年度年度    平平平平成成成成 32323232 年度年度年度年度    

新新新新たなたなたなたな行政改革行政改革行政改革行政改革プランプランプランプラン    

平成平成平成平成 22222222 年度年度年度年度    

各課 

具 体 的 な 取 組  

 本 部 決 定 事 項 等 の 遂 行  

指示  報告 

庁内推進体制 

市  民 

市議会 

鳥羽市行政改革 

推進委員会 

進 捗 状 況 の 公 表  

（ 広 報 ・ H P ）  

意見 

意見 

答 申 ・ 意 見  

報告 

諮 問 ・ 審 議   

大 綱 原 案 検 討  

取 組 項 目 検 討  

行 政 改 革 プ ラ ン 策 定   

ワ ー キ ン グ グ ル ー プ   
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① 人 材 育 成 を 進 め ま す   
① 業 務 管 理 型 か ら 目 的 達 成 型

の 行 政 経 営 へ 転 換 し ま す  
 

① 徹 底 し た 経 費 の 節 減 ・ 合

理 化 を 図 り ま す  

② 市 民 活 動 に 関 す る 情 報 の 収 集 と

提 供 を 積 極 的 に 行 い ま す  
 

② 計 画 ・ 実 行 ・ 評 価 ・ 改 善 の

サ イ ク ル を 再 構 築 し ま す  
 

② 補 助 金 の 見 直 し を 進 め ま

す  

③ 市 民 活 動 団 体 等 へ の 支 援 を 進 め

ま す  
 

③ 課 ・ 係 ・ 職 員 の 目 標 設 定 に

よ る 施 策 推 進 を 図 り ま す  
 

③ 繰 出 金 基 準 を 明 確 化 し ま

す  

  
④ よ り 戦 略 的 な 広 報 ・ 広 聴

へ 、 あ り 方 を 見 直 し ま す  

 
 

  
⑤ 施 策 評 価 を 実 施 し 、 事 業 を

継 続 的 に 見 直 し ま す  
  

① 市 民 参 画 の 機 会 を 充 実 し ま す   
⑥ 事 務 の 簡 素 化 ・ 効 率 化 を 推

進 し ま す  
 ① 市 税 の 増 収 を 図 り ま す  

② 協 働 を 行 う た め の 体 制 づ く り を

進 め ま す  
 

⑦ 財 政 指 標 に よ る 目 標 管 理 の

設 定 を 行 い ま す  
 

② 資 産 の 有 効 活 用 を 図 り ま

す  

③ 企 業 、 関 係 団 体 と の 協 働 を 進 め

ま す  

 
  

③ 使 用 料 ・ 手 数 料 の 見 直 し

を 進 め ま す  

 
 

  
④ 新 た な 収 入 財 源 の 検 討 を

進 め ま す  

    
⑤ ふ る さ と 納 税 の 取 り 組 み

を 進 め ま す  

  
① 職 員 定 数 の 適 正 化 を 行 い ま

す  

 
 

① 市 民 サ ー ビ ス の 提 供 体 制 を 見 直

し ま す  
 

② 目 的 達 成 型 の 組 織 づ く り を

進 め ま す  
  

② 公 共 サ ー ビ ス の 拠 点 を 見 直 し ま

す  
 

③ 人 材 育 成 を 推 進 し ま す  

（ 職 員 研 修 の 充 実 ）  
 

① 公 共 施 設 の 再 編 ・ 統 廃 合

を 検 討 し ま す  

  ④ 職 員 の 意 識 向 上 を 図 り ま す   

② 公 共 施 設 の 利 用 ・ 管 理 の

あ り 方 や 位 置 づ け の 見 直 し

を 行 い ま す  

  ⑤ 勤 務 評 価 制 度 を 充 実 し ま す  
 

 

   
 

 

     

    
① 企 業 会 計 ・ 特 別 会 計 の 経

営 基 盤 の 強 化 を 進 め ま す  

   
 

 

     

    
① 外 郭 団 体 の 自 立 促 進 を 進

め ま す  

「「「「鳥羽市行政改革鳥羽市行政改革鳥羽市行政改革鳥羽市行政改革プランプランプランプラン    」（」（」（」（案案案案））））～ 『真 珠のようにき らり輝く 鳥羽』 ～ 

市 民市 民市 民市 民 とととと 力力力力 をををを 合合合合 わ せ たわ せ たわ せ たわ せ た     

ま ち づ く り をま ち づ く り をま ち づ く り をま ち づ く り を 進進進進 め る た め にめ る た め にめ る た め にめ る た め に     

効 率 的効 率 的効 率 的効 率 的 でででで 効 果 的効 果 的効 果 的効 果 的 なななな 行 政 経 営行 政 経 営行 政 経 営行 政 経 営 の た め にの た め にの た め にの た め に     

３ ． 経 営 の し く み づ く り  ５ ． 財 政 運 営 の 健 全 化  

( 1 ) 市 民 活 動 が 行 い や す い 環 境  

  づ く り を 進 め ま す  

１ ． 協 働 の ま ち づ く り  

( 1 ) 目 的 達 成 型 の 行 政 経 営 を  

  進 め ま す  

( １ )  歳 出 の 見 直 し を 行 っ て い き  

  ま す  

( ２ ) 協 働 の た め の 仕 組 み づ く り を  

  進 め ま す  

( １ )  質 の 高 い 市 民 サ ー ビ ス を 追 求  

  し ま す  

２ ． 市 民 サ ー ビ ス の 向 上  

目標達成に向けた取り組み体系図 

４ ． 組 織 ・ 人 づ く り  

( １ ) 組 織 の 充 実 と 人 材 育 成 を  

  行 い ま す  

( ２ ) 市 税 等 の 収 入 （ 自 主 財 源 ）  

  の 確 保 に 努 め ま す  

( ３ ) 施 設 の あ り 方 の 検 討 を 進 め  

  ま す  

( ２ ) 外 郭 団 体 の 自 立 促 進 を 進 め  

  ま す  

( １ ) 企 業 会 計 ・ 特 別 会 計 の 経 営  

  基 盤 の 強 化 を 進 め ま す  

６ ． 企 業 会 計 等 の 経 営 健 全 化  


